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2012年12月13日
各　地本・単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　山上　潔

（賃金労働部）
退職手当見直しに対する取り組みについて（３）
－　北海道市町村職員退職手当組合、条例改正案を提示　－
１．若干の経過と情勢

(1) 国家公務員の退職手当法の改正は、衆議院の解散が確定した11月16日に衆参両院において法案成立となり、2013年１月１日から調整率の引き下げが開始されることとなりました。このような動向を受けて、道内の独自条例を有する自治体では、それまでほぼ全体が年明けに具体的な協議を開始するとしていたところが、いくつかの自治体が国家公務員との同様な引き下げを行うとする動きとなり、現在でも交渉が継続しています。その反面、多くについては、2013年度中の退職者からは適用させずに、次年度の退職者より適用することで、当面、2013年１月実施は見送らせてきているところです。
(2) 一方、北海道市町村職員退職手当組合（以下、道退手組合）においては、職員への周知期間や議会開会などの手続き等に一定の時間を要することから、2013年１月からの条例改正は極めて難しいという事務レベルの考え方が示されていました。道本部としても、加入自治体首長を通して、施行期日や地方自治体職員の退職の実情にそぐわない支給率の逓減方法などの課題について意見反映するよう取り組みを進めてきました。そして、12月10日には道退手組合の運営委員会が開催され、国家公務員の退職手当法の改正内容を踏まえた上で、道退手組合の考え方が確認され、12月12日、道本部に対して「退職手当条例等の一部を改正する条例案の概要」（別紙１）として提示されました。なお、早期退職者の募集や認定制度の導入などの取り扱いについては、「政令が改正されていないため別な時期に改正を行う」としています。また、条例改正案については２月上旬に予定する定例議会において審議することも明らかにしました。
(3) 改正条例案の概要は、基本的には退職手当法と全て同様に大幅な引き下げを行うとするもので、極めて不満な内容となっています。しかし、一部、施行期日については自治労の要求について、一定受け止めて、2013年１月１日とはせず、2013年４月１日からの施行とし、今年度の退職者については、適用させないこととなりました。その一方で、逓減方法については、国家公務員が2013年１月から９月ごとに支給率を逓減させていく時期と全く同様な時期に逓減を行うとしています。同時に11年未満勤続の公務外死亡退職に係る適用条令を国や北海道にあわせて３条適用とすることも示されています。
(4) また、道退手組合が各市町村へ発信した文書には、経過措置の取り扱いについては、「激変緩和措置の期間設定については、現時点では未定。今後、早急に自治労北海道本部との交渉を行い、１月中には決定できるように努める」とされ、自治労北海道本部との交渉結果を踏まえて、改めて周知することが示されています。
２．自治労北海道本部の見解について

(1) 退職手当条例の国との同様な見直しに対しては、この間、自治体財政を理由にした独自の給与・一時金カットが継続されている上に、さらに職員の退職後の生活設計に追い打ちをかけるものであり、極めて遺憾と考えます。
(2) しかし、すでに国家公務員の退職手当法が成立していることやその施行が2013年１月１日に予定されていることなどを踏まえれば、退手組合の提示内容を撤回することは物理的に困難であり、見直しは避けられない情勢にあることを全体で確認する必要があります。
(3) よって、極めて不満な事態ですが、今回提示された内容をベースに協議を行い、すでに示している妥結基準の確保に向けて全力を上げていきます。特に逓減の期間が全く国と同様としていることなどの問題点を中心に追求を強めていき、可能な限りの譲歩を引き出すよう取り組みを強めます。
３．今後の取り組みについて

(1) 退職手当見直しに係る交渉スケジュール（対道退手組合）について
　　１回目　　　　　2012年12月21日（金）時間未定

※　当日は組織強化・拡大行動委員会も予定されていますが、全専従者が参加可能な日程を調整します。

　　２回目　　　　　2013年１月10日（木）時間未定　　
　　３回目（最終）　2013年１月17日（木）
　　※　集約された署名については、１回目の交渉で提出することとしますので、取り組み途中の単組においては最低でも12月19日（水）中に道本部へ届くよう取り組み願います。
(2) 山場の設定について
交渉の山場については、１月18日（金）とし、戦術規模は29分ストライキ（時間内くい込み集会）を配置します。
(3) 山場前段の諸戦術について

　　交渉の山場に向けて、以下のとおり、職場抵抗戦術を提起します。

　①　組合旗掲揚

　　　2012年12月21日から闘争終結まで

　②　腕章着用

　　　2012年１月16日～18日スト終了後まで

③　超勤拒否

　　　2012年１月17日から18日

(4) 独自条例を有する自治体における取り組み

独自条例を有する自治体単組については、すでに交渉を開始している場合を除き、可能な限り、これらの日程に合わせて、取り組むこととします。
　　なお、具体的な山場配置や交渉日程等については、道本部へ報告することとします。道本部においては、各単組からの申請に基づき、闘争指令を発信します。
(5) 各地方本部の取り組み

　　各地方本部においては、これらの内容を全単組へ周知するとともに、独自条例単組の闘争スケジュールや交渉結果など集約し、道本部へ報告することとします。
以　上
別紙１
退職手当条例等の一部を改正する条例案の概要
１　退職手当の支給水準の引下げ
退職手当について、退職手当条例本則の規定により計算した額（調整額を除く。）に乗じる調整率を百分の１０４から百分の８７に段階的に引き下げるとともに調整率の適用対象に自己の都合による退職者又は勤続２５年未満の退職者を含めることとすること。（条例附則第２８項及び第２９項並びに条例附則第３項から第５項まで関係）

２　１１年未満勤続の公務外死亡退職等の場合の支給率

１１年未満勤続の公務外死亡退職等の場合の支給率は、第４条が適用されたものを第３条適用に改めることとすること。（第３条、第４条関係）

３　施行期日、経過措置等

(1) 施行期日

　　平成２５年４月１日から調整率を百分の９８として施行する。
(2) 経過措置

	＜期間＞
	＜調整率＞

	現行
	104/100

	平成25年４月１日
～平成25年9月30日
	98/100

	平成25年10月1日
～平成26年６月30日
	92/100

	平成26年７月１日以降
	87/100


(3) 市町村負担金等条例の一部改正
　　　退職手当条例の一部改正に伴い、市町村負担金等条例の一部について関係規定を改正すること。（負担金等条例第３条関係）

北退号
                                        平成２４年１２月１２日

　

　　　組合市町村長
　各　一部事務組合等の長　様

　　　地区町村会長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　北海道市町村職員退職手当組合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　組合長　宮谷内　留　雄
　　　退職手当条例の一部改正について

　このことについて、「国家公務員退職手当法の一部を改正する法律」が平成２４年１１月２６日公布され、国家公務員の退職手当に係る給付水準の見直し等が図られることとなりました。

これに伴い地方公務員の退職手当制度についても同様の措置を取ることが求められ、このほど、総務省から「職員の退職手当に関する条例（案）の一部を改正する条例（案）」が示されましたが、この内容を検討した結果、当組合としては別紙「退職手当条例等の一部を改正する条例案の概要」のとおり改正することとし、次の要領により職員団体等に提示し、交渉を行って参ります。

　つきましては、現時点における当組合の原案について、所属職員に今次の改正要旨の周知徹底をお願い申し上げます。

　なお、「早期退職者の募集及び認定の制度の導入並びに定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係る特例措置の見直し」については、関係政令が制定されておらず、また、関係規定に係る「条例準則」が示されていないことから、今次の改正は見送ることといたしましたので、御了承願います。
記

○職員団体に対する原案提示要領等

１　原案提示

　(1) 自治労傘下職員団体……過去の例により自治労道本部を窓口とする。

　(2) 交渉の日程　１２月～１月中旬にかけ数度の交渉を予定する。

　(3) 上記以外の職員団体等については、市町村長を通じて提示または周知徹底を図る。

２　条例案議会提出予定時期

　　平成２５年２月上旬









- 1 -

